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第１項 特許出願の増加  
特許権 (以下「特許権」または「特許」という) の出願が世界的に増加している。
1990 年代後半からは前年対比 40％増加で推移しており、1998 年の 120 万件から
2008 年の 190 万件と 160％の伸びを記録した。世界的にも多くの企業が研究開発
の成果として特許を取得することを企業活動の一つとしておこなう (図表 1-1)。我
が国では、明治維新後、近代化が急務との観点から、特許制度整備の必要性が認識
され、明治 18 年 (1885 年) 4 月 18 日「専売特許条例」が公布され特許制度が始ま
った。以後、順次特許制度が整備されるとともに、大正 10 年の改正では、それま







と産業ごとにその推移が異なることが確認できる (WIPO, Patent applications by 
field of technology)。 
 































































図表 １-２ 国際技術交流 (技術貿易) の推移 
 
出所：総務省統計局 




























                                               
6 2010 年 12 月 1 日、日本経済新聞「中国、特許出願件数で英仏抜く」。2010 年 11 月 18 日、
日本経済新聞「2009 年度、医薬業界 特許資産の規模ランキング」。 
7 株式会社リンクス・プロ、「知的財産取引ビジネス  (特許オークション) に関する調査研究」
平成 14 年。 




























1-4)。世界の GDP (2009) の一番多くを占めるのは米国であり世界の 18％相当、続
いて日本 6％、中国 6％、続いてドイツが 5％となっている。経済成長率 (2009) は、
1 位はアフガニスタン 22.55％、2 位は東ティモール 11.61％、3 位はエチオピア




このうち中国は 13.5 億人、インドは 12 億人、EU は 5 億人、アメリカは 3 億人、
インドネシアは 2.3 億人、ブラジル・パキスタンは 2 億人、日本は 1.2 億人を占め
る。 
 
図表 １-４ 経済指標と世界の国々 
 1 位 2 位 3 位 4 位 
特許権 欧州 アメリカ 日本 韓国 
GDP アメリカ 日本 中国 ドイツ 
経済成長率 アフガニスタン 東ティモール エチオピア アゼルバイジャ
ン 


















に寄与することを目的とするものである (特許法第 1 条)。一定程度以上の高度な発
明に独占的排他権を付与することにより産業の発達を促すことを目的にするため、
特許権を取得しようとする技術発明には、特許法が定める要件を備えること求めら
れる。これは、新規性 (特許法第 29 条第 1 項)、進歩性 (特許法第 29 条第 2 項)、









要先進国間ではほぼ統一されている。たとえば、アメリカ (US Patent Law, Section 
101: Inventions patentable) では、新規性 (Novelty)、非自明性 (Non-obviousness)、
有用性  (Utility) として、欧州  (European Patent Convention, Chapter I: 










特許法第二十九条    
産業上利用することができる発明をした者は、次に掲げる発明を除き、その発
明について特許を受けることができる。  
一  特許出願前に日本国内又は外国において公然知られた発明  




















軽減のために損害賠償の推定 (特許法 102 条)、過失の推定 (特許法 103 条)、立証
責任の転嫁 (特許法 104 条) の規定をおく。このように特許権は高度に専門的かつ
技術的な要素を有するため、この制度の下で権利化をおこなおうとする企業のみな
らず、その運営を担う行政の経験の蓄積、周辺制度の拡充も必要となるものである。 







































                                               














































                                                                                                                                   
条の 2 によれば、特許は各国ごとに独立したものであり、各国で与えられ、各国内でのみ有効
なものである。これはパリ条約の原則の一つであり、各国特許の独立の原則と呼ばれる。 




図表 １-７ 知的財産価値評価の手法 
 考慮する要素 特許権への適用 
コストアプローチ 複製・代替コスト 研究開発投資額を試算 
マーケットアプローチ 類似取引価値類推 類似技術の譲渡額を参照 

























図表 １-８ 特許と裁判 
青色 LED 訴訟 (日本) 




要旨 元従業員が発明対価の支払いを求めて企業を提訴。地裁 0.3 億円と算定
された対価額は、高裁で 1,6 億円とされた。発明技術の事業への貢献、
研究者の貢献の判断の困難性を示す事例。 
E-DATA 事件 (米国) 









(2010 年 10 月) 我が国において発明を権利化しようとするときには、特許出願時に
15,000 円の出願料、審査請求時に 170,000 円超の審査請求料の納付が定められてい
る。審査請求料は、1 出願の審査請求において、定額的費用としての 168,600 円に、












1 年～3 年目-------02,300 円に 1 請求項につき 0,200 円を加算した額 
4 年～6 年目-------07,100 円に 1 請求項につき 0,500 円を加算した額 
7 年～9 年目-------21,400 円に 1 請求項につき 1,700 円を加算した額 
10 年～25 年目----61,600 円に 1 請求項につき 4,800 円を加算した額 
 
特許庁の特許行政年次報告書 (2009 年度) によれば、2009 年の我が国における
特許出願件数は 348,596 件、審査請求件数は 254,368 件である。特許請求項数の調
査研究において、我が国の 1 特許出願に含まれる請求項の数は上昇の傾向にあるが、
近年の請求項の平均は 14 件ということが示されている (近藤・富沢, 2008)。2009
年の特許の出願と審査請求の実績に平均請求項数 14 件の数字を用いて、上記の出




願費用 15,000 円と審査請求料 168,600 円を掛け合わせると、2009 年の 1 年間で 52
億円の出願費用、570 億円の審査請求料が納付されているものであり、それらを合



















れる (作田, 1997)。さらに、ヨーロッパで製造企業 6 社を対象におこなわれた別の

































































































を指摘した (高山, 2006)。中村と京本は (2006) は、 日本企業は、大量の特許出願
をおこなっているが、その出願内容は必ずしも権利行使を意識した内容になってお






































































                                               
17 2005 年 3 月 5 日、The New York Times「AIDS Drugs Threatened」。 
18 CNN Politics.com, Obama lobby rules could benefit nonprofits, analyst says, 2008 年 11
月 12 日。日経 BP 知財 AWARENESS、米国社会における特許制度改革の動向、2009 年 1 月
21 日。 
29 
ろ、製薬はこれが 4.46 年であり、電機の 2.12 年、自動車の 2.20 年と比べても長期
を要する。出願された技術の難易度や先行する既存技術との発展程度を示す指標と
して用いられる引用文献の数については、全産業平均が 15.16 であるところ、製薬





















                                               
19 Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual Property Rights、知的所有権の貿易































































ーネット、ソフトウエアに適合する (山崎, 2007)。 
                                               































































































































                                               
25 特許請求の範囲として記載された内容と、問題となる技術の内容とが一部異なっていたとし

































累積的イノベーション理論 ソフトウエア 狭く 適用限定 













































                                               
26 平成 21 年 7 月、外務省、「G8 ラクイラ・サミットにおける知的財産分野の成果」。 
27 2010 年 4 月 14 日、日本経済新聞「(中国での)知財権保護は大変」。 
39 
 
実務家の間では、現状の中国でのビジネスに関して「whom you know is more 











用される (Marcus, 2010)。 
 
中国政府は、これらの問題を解決するために尽力しており、実際に 1978 年から




い種々の規定等なお多くの問題を抱えていると指摘されている (Peng and Luo, 


































その不正取得の事実を知りながらの使用を禁止する規定 (不正競争防止法第 2 条第
6 号相当) が存在しない。さらに秘密情報の不正使用により被った損害額推定のた
めの裁判官裁量判断の規定を欠く。そのため秘密情報が外部に漏えいしてしまった
                                               
28 意匠は、工業上利用できる物品の形状、模様若しくは色彩などの形態で処理された視覚を通
じて生じる美感、いわゆるデザインであり意匠法をこれを保護する。 











(2008 年)、公正な競争を促進する私的独占禁止法 (2008 年)、今後民法の一部をな




















                                               
31 中国では下級審は司法解釈に拘束される。 
42 
る。現地の法律法制度のあいまいさを嫌う投資家による評価が表れという  (English 













る。”Once you are in court against a local company, it is almost impossible to win 
while whole process takes up a lot of resources” という声も聞かれる (Marcus, 
2007)。政府高官は企業のビジネスや紛争に関して、法令の手続きに則さない任意





























































































































図表 ２-２ 法令・契約の遵守とゲーム理論 
 相手方 相手方 
自己   (○、○)   (×、○) 




























































さらに考察にあたり、続く第 3 章でこれらに関連する事例分析をおこなう。 
49 
第３章 事例の研究 (産業) 
本章では、第 1 節で産業と特許に関する事例選択について、第 2 節で事例を分析





























図表 ３-１ 特許ライセンスの現状 
 他社にライセンス クロスライセンス 無償ライセンス 
医薬品製造業 110 件 (4.6％) なし 11 件 
























                                               





























ととし、通信技術 IT 産業を比較対象とした。 




























第１項 事例 1：薬と特許  
日本の製薬最大手である武田薬品工業株式会社 (本社：大阪市中央区、以下「武
田薬品」という) は、世界第 16 位の企業体である。同社のブロックバスター製品の
一つである糖尿病治療薬「アクトス® (一般名称：塩酸ピオグリタゾン)」は、世界





                                               
34 Food and Drug Administration 米国食品医薬品局。食品、医薬品、化粧品等の許認可や違
反品の取り締まりをおこなう。 
54 
















喪失されることを意味する。アクトス®の世界売上げ 3,847 億円 (米州売上げ 2,974
億円、日本売上げ 527 億円、欧州売上げ 312 億円、その他地域 35 億円) は各国・
地域におけるこのようなわずか 1 件の特許権によって達成されている。アクトス®
の 2005 年度から 2009 年度の過去 4 年間の売上総額は 1.8 兆円である。 
 
第２項 事例 2：薬と特許  
世界最大手の製薬企業である Pfizer Inc. (本社：アメリカ合衆国ニューヨーク州、
                                               





















あることが確認できる。2009 年、リピトール®は世界で 1 兆円超36を売上げ、この
うちのおよそ半分の 5,000 億円を主たる市場である米国で売り上げている。リピト
ール®は主に米国、欧州、日本で販売されるところ、国地域別の詳細な売上げを開
                                               
36 2009 年リピトール®売上げ 114 億ドル。 
56 
示されていないため、他の国・地域別の売上げは確認できないが、米国については、
実質的にはわずか 1 件の物質特許で構成される当該製品は 5,000 億を売り上げると
いうことである。 
 
第３項 事例 3：通信技術と特許 
次に、情報通信技術分野の事例について検討する。Lemley ら (2007) は、携帯
電話の規格に関して 3G 技術、別称 W-CDMA の技術にて欧州電気通信標準化機構 
(the European Telecommunications Standards Institute, ETSI, 60 カ国 700 社以
上が加盟) と日本の二つの標準化団体である社団法人電波産業会 (ARIB、会員企業
240社) と社団法人情報通信技術委員会 (TTC, 会員企業 87社) からの調査により、












W-CDMA は 2001 年実績の 65 億円から 2003 年には 1,850 億円、2005 年には 4,100
億円に急拡大すると予測した。2005 年の 4,100 億円を上記の 6,872 件で割ると、特
許 1 件あたり 0.59 億円と算出される。 
 
W-CDMA 規格の特許ライセンスのプログラムを管理するイギリスの 3G 
Licensing Ltd社 (2004年設立) は 2008年に同プログラムの特許使用許諾を受けた
携帯端末は累計で 8,500 万台と発表した。同社は 1 台の携帯端末につきおよそ 1～2
ドルの特許使用料を課す。2004 年から同社が W-CDMA のライセンスを開始し、上
57 
記発表の 2008 年までに 8,500 万台が特許実施許諾の対象であることは、4 年間の
累計で 85 億から 160 億円程度の特許使用料が支払われている計算になる。160 億















本節で確認したとおり、一方の製薬業界においては、特許 1 件が 5,000 億円、3,000
億円にも相当するものであるところ、他方の電気通信業界では必須であり最も重要











確認すると、2008 年度に世界で 4,530 億円の研究開発費をかけた武田薬品の 2008
年時点の特許保有数はおよそ世界で 3000 件である。そして、3,500 件の米国特許を
保有する米国ファイザー社は、2009 年に 8,000 億円の研究開発費をかけて、この一
年間に 97 件の米国特許を取得した。対照的に、2008 年世界で 20 万件以上の特許
を保有する富士通株式会社 (本社：東京都港区) は同年に 2100 億円の研究開発費を
かけて国内外で 1,2 万件の新規の特許出願を行った。そして、56,000 件以上の米国
特許を保有する International Business Machines Corporation (本社：アメリカ合















承認申請に至る R&D が平均 15～17 年程度と長期間にわたることが挙げられる。そ
の内訳は、(a) 創薬段階で 2～3 年、(b) 前臨床で 3～5 年、(c) 臨床 (知験) で 3～7
年、(d) 製造承認申請で 1～2 年である。さらに、これだけの期間をかけても開発が
成功する確率は低い。(a) の時点で平均的に 3 万分の 1、そして (b) の時点におい





などを製造販売する米 Broadcom Corporation (本社：アメリカ合衆国カリフォルニ













                                               
37 2004 年 7 月 20 日、日経 BP 知財 AWARENESS、「医薬品の成否は一つの基本特許で決まる」。  











第４章 事例の研究 (制度) 
 
本章では、第 1 節で比較する対象国の選択について、第 2 節で関連する事例を論
じ、そこから導かれる法執行システムの程度と権利保護の観点を第 3 節でまとめる。 
 























                                               
39 弁護士法 4 条、裁判所法 66 条、司法試験法が定める。 
62 
あるという 。このように現状の中国は法執行システムの正常、公平、透明な機能が
不十分であると認識されている (Child and Tse, 2001; John Chind, 2003; 高国・






















                                               
40 国際的に汚職・腐敗防止のために活動する非政府組織。1995 年から、毎年ある国の公務員と
政治家がどの程度腐敗していると認識されるかアンケート調査をおこない、国際比較を公表。
これまでに延べ 10 万人以上に調査実施。 
41 2010 月 3 月 8 日、日経エレクトロニクス「技術の価値を失うリスク、日本メーカーが挑む
壁」。 
42 2010 年 4 月 1 日、日経エコロジー「技術移転～中国特許訴訟で日本企業敗訴の「意味」」。 
43 2010 年 3 月 8 日、日経エレクトロニクス「アメとムチの制度改革で“知財大国”を奪い取
る」。 


















は「余計指定の原則」と呼ばれる独特の制度である。中国では、物質 A、物質 B お






この運用は、物質 A、物質 B および物質 C からなる物質 D を、物質 A および物質











図表 ４-１ 出願人国籍別の主要国における特許査定率 
出願人＼出願国 中国 日本 アメリカ 韓国 
中国 24％ 12％ 27％ 23％ 
日本 66％ 46％ 41％ 64％ 
アメリカ 35％ 39％ 33％ 41％ 
韓国 58％ 46％ 32％ 48％ 
出所：特許庁知的財産活動調査から筆者作成 
 
第３項 市場としての注目  
JETRO (基礎的経済指標) によると 2009 年の中国の実質 GDP は、33 兆 5,333
億元 (4 兆 9,090 億ドル) であり、2010 年または数年以内に日本を抜いて米国に次
ぐ世界第 2 位の経済大国になると予想されている。GDP 同様に経済成長率、人口規
模も世界経済をけん引する存在となりつつある。これと呼応するように中国への直
接投資も急増している。伴い、直接投資に関連する研究が注目されており (Zhang, 













特許権が侵害係争に至るまでには出願から 5 年、10 年の期間を要する。なぜなら、
当該権利を用いてある一定規模のビジネスになったときに第三者による権利侵害が
問題となるからである。加えて、権利侵害の前提となる権利そのものの蓄積にも時


















                                               
45 外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約。締結国は外国仲裁判断を相互に容認することを




第１項 事例 1：アメリカ大手ハンバーガーチェーンの場合 
 
アメリカの大手ハンバーガーチェーン (「米国企業 A」という) は、1992 年に
















それから 2 年後、米国企業 A は市政府 B から突然に立ち退き通告を受領した。
市政府 B は、香港の実業家 (「実業家 C」という) がショッピングモール、マン
ション、ビジネスオフィスを兹ね備えた商業ビルを開発しようとすることを理由
に、米国企業 A に当該土地からの立ち退きを要求した。米国企業 A と市政府 B と
の契約によれば残り 18 年の正当な賃貸借期間が残されているため、米国企業 A
は北京市政府の地方裁判所に救済を求めた。中国法によれば米国企業 A の利益 
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(残す 18 年間の賃貸借) は当然に保護されるべき状況であったにもかかわらず、
裁判所はそれを容認せず、米国企業 A は市政府 B の要求に従い立ち退くことを余
儀なくされた。市政府 B の背後にいた実業家 C は、香港では超人と称されるほど
の人物であり鄧小平や江沢民をはじめ中国要人との極めて近い親交があること
は、付言を要するだろう。このような関係を背景に、米国企業 A の敗訴は驚きに
は値しない結果だったともいわれる (Shaomin Li, 2004)。 
 
この事例を考察するに、本来であれば、米国企業 A は、市政府 B と締結した契約
によって当然に当該土地を使用収益する正当な権利を有していたため、市政府 B が
一方的に立ち退きを要求したとしてもこれに従う契約上の根拠もまた中国法上の根
拠もない。通常であれば、市政府 B の一方的な要求は認められず、米国企業 A は引
き続き当該土地を使用収益する権利を有する。しかしながら、現地政府と強いコネ
クションを持つ実業家 C の便宜を図るために市政府 B はこれを要求した。さらに、
人々が作った社会を治めるためのルールである憲法や法律を適用して法律等の規定
に則って公平な判断をおこない平和的な紛争解決を下すための裁判所さえも市政府




第２項 事例 2：米国企業と中国企業の合弁会社の場合 
 
米国の資産管理会社 (「米国企業 D」という) は、中国企業 (「中国企業 E」と
いう) とともに、自動車用組電線を製造販売する合弁会社 (「合弁会社 F」という) 
を中国に設立した。米国企業 D は合弁会社 F の株式のうち 60％を保有し、オペ
レーション管理のために米国人 (「米国人マネージャーG」という) を現地に派遣
した。2002 年に入り、米国人マネージャーG は、合弁会社 F の役員達 (役員等
H) が合弁会社 F の 400,000 ドルを彼らの個人の銀行口座に送金していたことを
発見した。さらに悪いことに、彼ら役員達は、ひそかに別の企業  (「中国企業 I」
という) を設立し、電線製造の原料となる銅線を合弁企業 F から中国企業 I へ市
68 
価の 1/10 の価格で販売し、それをそのまま中国企業 I から合弁企業 F に (通常の

























きなかった。中国人役員 H らは、米国企業 D が彼らの責任を追及しないことを条
69 
件に、合弁企業 C から去るというのが、最大得られた結末だった (Shaomin Li, 
2004)。 
 
本事例では、役員等 H は、業務上横領罪 (刑法)、競業避止義務違反 (契約上の債








第３項 事例 3：台湾人オーナーの中国企業の場合 
 
台湾のビジネスマン (「台湾人オーナーJ」という) は、北京市郊外にガラス繊
維強化プラスチック製品を製造販売する、登録資本 500,000 ドルの会社 (「中国




気を十分に引き出すために、中国人マネージャーL に、中国企業 K の最大 20％ま
での株式を譲渡することを約した。 
 
中国人マネージャーL は、中国企業 K の主要顧客と結託して、別の企業 (「中
国企業 M」という) を立ち上げた。中国企業 M は、中国企業 K の技術、デザイン、
機器、原材料を使用して、中国企業 K の主要顧客のために製造販売を開始した。
1998 年 8 月、中国人マネージャーL は、地元の銀行と共謀し、台湾人オーナーJ
のサインを偽証して中国企業 K の名義において 146,000 ドルの融資を受けた。さ
らに、1999 年、中国人マネージャーL は、地方裁判所と共謀して、中国企業 K の
70 









つき問責される代わりに、中国人マネージャーL は 78,000 ドルの支払いを請求し
て台湾人オーナーJ を訴えた。さらに、偽造文書をもとに中国企業 K に融資した
銀行も、台湾人オーナーJ を訴え、ついには勝訴した (Shaomin Li, 2004)。 
 
本事例では、中国人マネージャーL は文書偽造罪と窃盗罪を侵し、加えて業務上








第４項 事例 4：英国企業と仲裁裁定の執行の場合 
 
買主・英国法人 (仲裁申立人、「英国企業 N」という) と売主・中国寧夏法人 (被
仲裁申立人、「中国企業 O」という) は、高品質のカシミアの売買契約を締結した。
ところが、実際の商品供給時に、中国企業 O は英国企業 N に大量の不純物を含ん
だ羊毛を供給した。そこで、英国企業 N と中国企業 O との間に紛争が生じ、英国
企業 N は売買契約の仲裁条項に基づき、中国国際経済貿易仲裁委員会  (通帳
71 
CIETAC)46 に仲裁の申し立てをした。CIETAC は、審理の結果、この事実を認定
し、中国企業 O に対して英国企業 N の損害を賠償せよという仲裁判断をおこなっ
た。 
 























                                               
46 China International Economic & Trade Arbitration Commission、中国最大の仲裁機関。
2009 年に受理した仲裁事案件数は 1482 件と世界最大規模、前年比 252 件、20.5％増加した。
このうち国際事件は 559 件、前年比 11 件、2％増であった。 
72 
第３節 事例研究のまとめ 








































































で、これらの視点から導かられる仮説を第 3 節で構築する。 
 






























































































































な特許の数は、Qualcomm Incorporated (本社：アメリカ合衆国カリフォルニア州) 
が 560 件以上、Nokia Corporation (本社：フィンランドエスポー) とそのグループ
会社が 280 件以上に対し、日本の主要 5 社 (ソニー株式会社, 日本電気株式会社, 富





ると当該調査は指摘している (経済産業省, 2006; 西口・松宮, 2007)。 
 
                                               




売上高上位 10 社 (日立製作所、松下電器産業、ソニー、東芝、富士通、日本電気、
キャノン、三菱電機、シャープ、三洋電機) を対象にその登録特許の消滅率49を調























                                               
49 西口・松宮の研究において企業が研究開発の成果を特許として出願し、さらに登録された特
許の件数が、登録された時点から 5 年以内に消滅する割合をいう。 
50 財団法人知的財産研究所の特許データベース。 
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図表 ５-２ 特許の消滅率 
出願人名称  1990  1991  1992  1993  1994  1995  1996  1997  
株式会社日立製作所  21.8%  26.9% 30.3% 38.9% 40.7% 42.8%  37.1%  27.8% 
松下電器産業株式会社  21.3%  30.1% 30.3% 26.4% 27.8% 26.2%  22.2%  7.1% 
ソニー株式会社  0.5%  2.5% 4.9% 7.9% 0.6% 0.8%  1.1%  0.7% 
株式会社東芝  7.2%  17.7% 18.6% 22.1% 25.1% 25.7%  23.9%  19.3% 
富士通株式会社  13.4%  14.2% 31.0% 29.9% 15.3% 42.8%  36.0%  26.0% 
日本電気株式会社  2.1%  9.4% 9.2% 8.6% 13.9% 28.7%  33.7%  28.5% 
キャノン株式会社  0.6%  2.1% 2.8% 0.8% 0.7% 1.0%  1.3%  1.6% 
三菱電機株式会社  24.4%  30.1% 28.8% 29.8% 33.6% 31.6%  30.9%  23.5% 
シャープ株式会社  4.4%  2.4% 3.9% 2.5% 4.7% 7.7%  7.5%  6.0% 












研究所が共同で、各国研究開発投資額年間 1 億ドル以上の企業 (北米 182 社、欧州




                                               
51 回答率はそれぞれ北米 32％、欧州 40％、日本 78％。 
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図表 ５-３ 最も重要な競合他社と比較した自社技術の位置付け 
  日 本 欧 州 米 国 
技術リーダー 20％ 37％ 45％ 
競争相手と同格 54％ 47％ 34％ 
追随が早い 21％ 16％ 17％ 



















10 人のグループならそのチームには一年間で 20 件の特許出願が課せられる。そう
するとみんなとりあえず特許を出さなくちゃいけないから、数をこなすために特許
出願をする。数を重視するこのノルマ主義から、特許の質を重視するようにしよう
と思って、たとえばチームメンバが 10 人から 12 人に増えたとしても特許出願ノル














































































































































特許が重要な業界 → 特許有無が事業展開に多大な影響 



































特許が重要な業界 → 特許有無が事業継続に多大な影響 



































































特許の価値は相対的 → 重要な技術の選別が必要 

































































法執行システムの成熟度高い → 直ちに有効な権利行使が可能 

















































































































強力なコアとなる技術の選択的な特許取得をすべきである (図表 6-1)。 
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図表 ６-１ 特許出願戦略／Patent Prosecution Management 
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